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本研究では，社会基盤施設に対する需要の減少と劣化過程の進展により，将来時点において施設廃棄が予定

されているような社会基盤施設の最適管理政策を検討する方法論を提案する．社会基盤施設は耐久性を有して

おり，安全性，経済性に問題がなければ継続的に運用することが可能である．本研究では，1)社会基盤施設を
直ちに廃棄する，2)必要最低限の維持業務のみを実施する，3)施設の補修を継続的に実施する，という 3つの
施設管理政策をとりあげる．その上で，施設需要や劣化状態を考慮し，施設管理政策を最適に転換するような

アセットマネジメント政策を求める最適廃棄・補修モデルを提案する．さらに，具体的事例を通じて，提案し

た最適廃棄・補修モデルの有効性を実証的に考察する．
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1. はじめに

わが国では，人口の減少期を迎え，社会基盤施設の

管理に要する財源を維持することが困難となっている．

一方で，社会基盤施設の老朽化が進展し，管理費用の

増大が懸念されている．このような状況の中で，老朽

化した社会基盤施設を廃棄し，社会基盤ネットワーク

を縮退させる必要性が議論されるようになってきた．

社会基盤施設は長期間に亘りその効用を発揮する．施

設が老朽化したとしても，安全性，経済性に問題がなけ

れば，直ちに社会基盤施設を廃棄する必要はない．一方

で，中山間地をはじめとする，市町村レベルの地方自

治体（以下，地域コミュニティ）が消滅するなど，社会

基盤施設をとりまく環境は急速に変化しつつある．し

たがって，社会基盤施設に対する維持管理においては，

施設需要の長期的動向を踏まえ，施設管理のサービス

水準を抑制したり，施設廃棄を検討したりするなど，施

設の長期的管理政策を検討することが必要となる．

社会基盤施設の長期的管理政策を検討する場合，施

設をとりまく環境の特性が非常に重要な課題となる．本

研究では，将来において施設需要が確実に減少し，施

設廃棄が確定的に予測されるような社会基盤施設の管

理政策について考察する．2.(2)で言及するように，将

来的に施設廃棄が予定されるような社会基盤施設に関

しては，1) 施設を直ちに廃棄する，2) 必要最低限の維

持業務のみを行う，3) 将来の施設廃棄を考慮に入れな

がら，施設の維持補修を継続するという 3つの施設管

理政策が利用可能である．施設管理者は，施設の運用

がもたらす将来便益の流列を考慮に入れながら，望ま

しい施設管理政策を選択すると考える．

以上の問題意識の下に，本研究では，将来に施設廃

棄が予定されるような社会基盤施設を対象として，期

待純便益の割引現在価値を最大とするような最適管理

政策を求める方法論を提案する．もとより，社会基盤施

設の廃棄の是非に関しては，本研究でとりあげるよう

な施設の劣化予測や，経済性基準のみに基づいて決定

されるべきものではない．しかし，本研究で提案する

方法論により，限定された視点ではあるが，施設管理

政策に関する 1つの合理的な判断情報を提示できるも

のと考える．以下，2.では本研究の基本的な考え方を

提示する．3.では最適廃棄・補修モデルを提案し，4.

ではモデルの解法を示す．最後に，5.では橋梁を対象

とした適用事例を示す．

2. 本研究の基本的考え方

(1) 既存研究の概要

社会基盤施設の劣化過程や故障の生起事象を確率過

程としてモデル化し，ライフサイクル費用を最小にす

るような最適補修政策を求める数理モデルが数多く提

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 68, No. 3, 141-156, 2012.

141



案されている．特に，健全度を離散的な状態変数で記

述するマルコフ決定モデル1),2)は，劣化過程の記述が

簡単であり，数多くの実用モデル3)−5)が提案されてい

る．伝統的なマルコフ決定モデルは，システムの劣化

過程を表現するマルコフ推移確率を初期時点からの経

過時間に依存しないような斉次マルコフ劣化モデルで

表現し，定常的な最適補修政策を求めることを目的と

している．このようなマルコフ決定モデルに関する研

究は，ハザードモデル6),7)を用いて劣化過程を表現す

る方法が開発されたことにより，実用化が急速に進展

した8),9)．例えば，青木等は照明ランプで構成されるシ

ステムを対象として，システム全体の点検・補修タイ

ミングに関する補修政策を求める方法論を提案してい

る10),11)．さらに，津田等12)は橋梁部材の劣化過程を表

すマルコフ推移行列を多段階指数ハザードモデルを用

いて推計する方法を提案し，貝戸等13)は平均費用を最

小にするような橋梁補修政策を求めるマルコフ決定モ

デルを提案している．しかし，これらの既往の最適補

修政策モデルは，施設が永続的に供用されることを前

提として，ライフサイクル費用を最小化することを目

的としている．

社会基盤施設の管理政策を検討する上で，将来時点

で対象とする施設の廃棄を想定するか否かにより，社会

基盤施設の維持補修問題の内容は大きく異なってくる．

前述したように，既往研究の多くは施設を半永久的に

使用することを前提として，ライフサイクル費用を最

小にするような最適補修政策を決定することに主眼が

置かれてきた14)．これに対して，織田澤等15)は将来時

点における施設廃棄の可能性を考慮に入れた最適補修

モデルを提案している．施設需要に不確実性が存在す

る社会基盤施設を対象として，施設の最適廃棄タイミ

ングを決定するモデルをリアルオプション理論16),17)を

用いて定式化している．しかし，そこでは施設管理政

策として，1)廃棄政策，2)補修政策（補修を継続する）

という 2種類の選択肢のみを取り上げ，最適補修政策

が施設需要と施設健全度に依存するような状況依存的

ルールを設計するところに主眼が置かれていた．これ

に対して，本研究では社会基盤施設の耐用年数が長い

ことから，1)廃棄政策，2)補修政策という選択肢に加

えて，3)施設の廃棄を先送りし最低限の維持業務のみ

を実施する政策（廃棄保留政策）という選択肢を新た

に加えたような最適廃棄・補修モデルを提案すること

とする．

(2) 廃棄問題の種類

最適廃棄・補修モデルを定式化する場合，施設需要

の変化過程と施設の劣化過程を同時に考慮することが

必要となる．これらの 2つの過程は，それぞれ多大な

不確実性を含んでおり，将来の動向を正確に予測する

ことは困難である．施設需要過程と劣化過程に介在す

る不確実を考慮するか否かにより，1)確定的需要変化，

確定的劣化過程（ケース 1），2)確率的需要変化，確定

的劣化過程（ケース 2），3)確定的需要変化，確率的劣

化過程（ケース 3），4)確率的需要変化，確率的劣化過

程（ケース 4），という 4つの異なったモデルを定式化

することができる．本研究では，近い将来に地域コミュ

ニティの消滅等が発生せざるを得ない過疎地域を対象

として，施設廃棄を考慮した施設管理政策を検討する

ことを目的としている．多くの過疎地域では，地域コ

ミュニティの老齢化は，社会基盤施設の劣化速度より早

い速度で進展している．しかも，個人の老齢化の速度は

一様であり，地域コミュニティの年齢構成も社会増減，

死亡等を除けば一様に変化する．それに対して，社会

基盤施設も年齢構成は一様に変化するが，施設年齢と

施設健全度が 1対 1に対応しているわけではなく，劣

化過程の不確実性は無視できない．施設廃棄が検討対

象となるような過疎地域の施設管理政策を検討する場

合，ケース 1，ケース 2は理論的興味はありえても，あ

まり現実的なケースとはなりえないと考える．ケース

3，ケース 4は劣化過程の不確実性を考慮しており，現

実的な施設管理政策を検討することが可能である．過

疎地域においては，将来時点で消滅の危機を迎えてい

るコミュニティ（限界集落）が存在している場合が少な

くない．これらの限界集落では，消滅の時点に関して

は不確実性が存在するものの，将来人口増加が生じる

可能性に乏しい．このため，本研究では，ケース 3（確

定的需要変化，確率的劣化過程）を対象として，施設

需要の減少過程をいくつかのシナリオとして与えると

ともに，各シナリオに対する施設管理政策を検討する

こととする．ケース 4（確率的需要変化，確率的劣化過

程）を対象としたモデル化は，施設需要の増減を考慮

しながら，戦略的な施設管理政策を考えることを目的

としている．過疎地域における施設廃棄までの施設管

理政策を検討する問題に対しては，ケース 3に基づい

たモデル化が適切であると考える．

本研究では，劣化過程の不確実性を考慮した施設管

理政策を検討する．その際，2.(1)で言及したように，

1)廃棄政策，2)廃棄保留政策，3)補修政策という 3つ

の施設管理政策をとりあげる．廃棄政策は，施設の使

用を直ちに中止し，施設を廃棄するような政策である．

施設を廃棄する場合，廃棄費用が必要となる．しかし，

社会基盤施設は耐用年数が長く，劣化の進展速度も遅

い（一部の部材の劣化・損傷が施設全体系の構造安全

性に直結するまでには時間を要する）ことが多いため

に，直ちに施設を廃棄することが必ずしも合理的でな

い場合が存在する．そこで，廃棄保留政策は，清掃・巡
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回等の必要最低限の維持業務（劣化の進行を抑制する

効果を伴うことはあるが，健全度の回復を伴わない業

務）を実施するが，大規模な補修業務（健全度の回復

を伴う業務）を実施せず，適切な時期において施設の

廃棄を実施することを決定するような政策である．最

後に，補修政策は，施設の必要最低限の日常的な維持

業務と同時に，施設に劣化・損傷が発見された場合に

は大規模補修業務を行い，施設の健全度を回復するよ

うな施設管理政策である．このとき，本研究で対象と

するケース 3のような状況下では，3.(5)で言及するよ

うに，時間の経過とともに，施設管理政策が「補修政

策→廃棄保留政策→廃棄政策」という順に単調に変
化することになり，最適政策切り替えタイミングを決

定することが課題となる．なお，ケース 4では，施設

需要変化と劣化過程の双方が確率的に変化するために，

複数リスクを考慮した動的計画モデルを解く問題に帰

着する．さらに，需要が必ずしも単調に減少しないた

め，上述の 3つの政策が可逆的に変化するような状況

依存的政策切り替えタイミングと非定常的補修政策を

同時に考慮したような最適政策の切り替え問題を考慮

しなければならない．このような複雑な維持管理問題

に関しても，本研究で提案する最適廃棄・補修モデル

を拡張することにより対処可能であるが，この問題に

関しては将来の課題とする．

3. 最適廃棄・補修モデル

(1) モデル化の前提条件

カレンダー時刻 t0を始点とし，無限時限まで続く離

散時間軸 t = 0, 1, · · ·を対象とする．初期時点 t0 は対

象とする社会基盤施設の管理政策を検討する時点であ

り，施設の供用開始時点である必要はない．離散軸上

の期間 [t, t + 1)を t期と呼ぶ．各期間長はすべて同一

である．いま，t期まで施設管理が継続され，t期にお

ける最適管理政策を考える問題に直面したと考える．t

期の期首において，施設に対して点検が実施され，施

設健全度に関する情報が獲得される．点検結果（健全

度）に基づいて，「廃棄政策」，「廃棄保留政策」，「補修

政策」のいずれを選択するかを決定する．「廃棄政策」，

「廃棄保留政策」が選択された場合，当該期以降に健全

度の回復を伴うような大規模な補修業務が実施される

ことはなく，t期で選択された政策に基づいて t期以降

の管理業務が遂行される．

社会基盤施設の劣化状態は I 個の健全度で記述され

る．施設の健全度を i (i = 1, · · · , I)で表現する．施設が
もっとも健全な（劣化が進展していない）状態を i = 1

で表し，状態変数 iの値が大きくなるほど，劣化が進展

していることを表す．i = I の場合，当該施設が使用限

界に到達していることを表す．初期時点 t0における施

設の健全度を状態変数 h(0)と表す．状態変数 h(0)は健

全度 i (i = 1, · · · , I)の中のいずれかの値をとる．施設
の劣化・補修過程は，離散時間軸上で定義される状態変

数の流列 h(0), h(1), · · · , h(t), · · ·を用いて定義される．
一方，t期において，当該施設を使用することにより得

られる便益を v(t) (t = 0, 1, · · ·)と記述する．本研究で
は，将来時点に亘り施設需要の減少が予測されており，

最適管理政策を検討することが課題になっているよう

な社会基盤施設を対象とする．便益 v(t) (t = 0, 1, · · ·)
は tに関して減少関数であり，任意の tに対して

v(t) > v(t+ 1) (1)

が成立すると仮定する．施設の使用便益に関しては不

確実性が存在せず，確定的に与えられると考える．た

だし，施設の使用便益の減少過程に関して複数のシナ

リオを考え，感度分析を行うことにより将来便益の変

動に関する影響を分析することとする．

初期時点から社会基盤施設の最適維持・補修業務が実

施され，t期に至った場合を考える．t期において，施

設管理者は，1) 直ちに廃棄する（廃棄政策），2) 施設

廃棄に関する意思決定を保留し，最低限の維持業務の

みを実施する（廃棄保留政策），3) 維持・補修業務を継

続する（補修政策）という 3つの施設管理政策が存在す

る．施設管理者が「廃棄政策」を採用した場合，廃棄費

用 C を負担して，直ちに施設を廃棄する．つぎに，廃

棄保留政策を採用した場合，毎期ごとに維持費用 cを負

担して清掃・巡回等の最低限の維持業務は実施するが，

健全度を回復するような大規模補修は実施しない．時

間の経過に伴って施設の劣化が進展し，健全度が使用

限界 I に到達した時点で，施設を廃棄する．劣化過程

に不確実性が存在するために，施設の廃棄時点は不確

実である．施設を廃棄するためには，廃棄費用 C が必

要となる．廃棄費用には，社会基盤施設の解体・撤去費

用，さらに解体・撤去作業に伴う周辺施設の規制費用等

（例えば道路の規制費用）も含まれる．最後に，補修政

策を実施する場合，施設管理者は，維持・補修業務を継

続する．その際，将来時点において施設廃棄の可能性

があることに配慮しつつ，施設使用による期待純便益

の当該期価値を最大にするように補修ルールを決定す

る．補修政策が適用されている期間中，同一の補修ルー

ルが採用されると考える．理論的には施設便益が時間

とともに変化していることを考慮して，補修ルールが

時間とともに変化するような非定常な補修ルールを考

えることができる．しかし，本研究では，過疎地域の

自治体が管理する社会基盤施設を分析対象としており，

このような非定常補修ルールは社会基盤の管理者に過

度に複雑な管理方策を要求することとなり実際的では

ない．このような観点から，本研究では補修政策が適
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用される期間を通じて，同一の補修ルールが採用され

るような定常補修ルールに着目する．以上の考え方の

下に，初期時点から時間が経過し，t期の期首に，施設

管理者が施設管理政策を決定する問題を考える．以下，

3.(2)では，施設管理者が廃棄政策を採用した場合に着

目する．ついで，3.(3)では廃棄保留政策，3.(4)では

補修政策を採用した場合に着目する．最後に，3.(5)で

最適廃棄・補修モデルを定式化する．

(2) 廃棄政策

時点 tの期首に点検が行われ，施設の健全度が iであ

ることが判明したと考える．施設管理者が，「廃棄政策」

を採用した場合，時点 tで直ちに施設が廃棄されるた

め，時点 t以降において施設便益は発生しない．した

がって，時点 tで発生する純便益 Ψa
t (i)は

Ψa
t (i) = −C (2)

と表される．ここに，上付き添え字 aは，廃棄政策を

採用したことを意味する．また，C は廃棄費用である．

(3) 廃棄保留政策

廃棄保留政策を採用した場合，清掃・巡回等の最低限

の維持業務は実施するが，施設の健全度を回復させる

ような大規模補修は実施しない．施設の健全度は時間

の経過とともに低下し，健全度が使用限界 Iに到達した

時点で施設が廃棄される．施設の劣化過程はマルコフ

連鎖に従うと考える．そこで，2つの時刻間における健

全度の推移状態をマルコフ推移確率で表現する．マルコ

フ推移確率は，時刻 tで測定された健全度 h(t) = iを与

件とし，t+1期において健全度 h(t+1) = j (j ≥ i)が

生起する条件付推移確率として定義される．すなわち，

Prob[h(t+ 1) = j|h(t) = i] = πij (3)

と表せる．このような推移確率を健全度ペア (i, j)に対

して求めれば，マルコフ推移確率行列

Π =


π11 · · · π1I

...
. . .

...

0 · · · πII

 (4)

を定義できる．補修がない限り健全度が回復すること

はないので，πij = 0 (i > j)が成立する．また，推移確

率の定義より
∑I

j=i πij = 1が成立する．すなわち，マ

ルコフ推移確率に関して

πij ≥ 0 (i, j = 1, · · · , I)
πij = 0 (i > j の時)∑I

j=i πij = 1

 (5)

が成立しなければならない．状態 I は，補修のない限

りマルコフ連鎖における吸収状態であり，πII = 1が成

立する．なお，マルコフ推移確率は過去の劣化履歴に

は依存しない．マルコフ推移確率モデルでは，健全度

が i− 1から iに推移した時点にかかわらず，時点 tか

ら時点 t+1の間に推移する確率は時点 tにおける健全

度のみに依存するという性質（マルコフ性）を満足す

る18)．本研究で扱う社会基盤施設の劣化過程もこのマ

ルコフ性を満足するものと考える．

ここで，初期時点から時間が経過し，t期に到達した

状態を考える．当該期における施設の健全度を h(t) =

i (i = 1, · · · , I) と表す．ここで，t 期において健全度

h(t) = iの施設に対して，廃棄保留政策を採用し，次期

以降に最適管理政策を採用した場合に獲得できる期待

純便益の割引当該期価値（以下，廃棄保留政策の当該

期価値と呼ぶ）をΨb
t(i)と表す．ここで，上付き添え字

bは，廃棄保留政策を採用したことを意味する．まず，

t期において，健全度が I である場合，廃棄保留政策の

当該期価値は

Ψb
t(I) = −C (6)

となる．つぎに，t期の健全度が i (i = 1, · · · , I − 1)で

ある場合を考える．ここで，t期の期首において健全度

が h(t) = iである状態で廃棄保留政策を採用した場合，

廃棄保留政策の当該期価値 Ψb
t(i)は

Ψb
t(i) = v(t)− c+ ρ

I∑
j=i

πijV
b
t+1(j) (7)

と定義できる．ただし，ρ (0 < ρ < 1)は割引因子であ

り，本研究では ρ = 0.96とする．また，V b
t+1(j)は t+1

期に健全度が jの下で，t期に最適な施設管理政策を選

択することによって獲得できる期待純便益の割引当該

期価値の最大値である．施設便益が条件 (1)に示すよ

うに単調に減少するため，一度最適管理政策として廃

棄保留政策が採用されれば，補修政策が採用されるこ

とはない．このことに留意すれば，t期以前の期におい

て，廃棄保留政策が選択されており，かつ廃棄政策が

一度も選択されていない場合，t期における最適管理政

策の選択問題は

V b
t (i) = max{Ψb

t(i),−C} (8)

と定式化できる．式 (7),(8)を再帰的に適用することに

より，任意の t期に廃棄保留政策を適用し，それ以降に

最適管理政策を適用した場合に実現する廃棄保留政策

の当該期価値 Ψb
t(i)を定義できる．

式 (7)において，v(t)が強単調減少関数であることよ

り，健全度 iが同一である限り

Ψb
0(i) > · · · > Ψb

t(i) > Ψb
t+1(i) > · · · (9)

が成立する．一方，Ψa
t (i)は t, iの値に関わらず，一定

値 −C をとる．したがって，任意の iに対して，

Ψb
t∗(i)−1(i) > −C

and Ψb
t∗(i)(i) ≤ −C (10)
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が成立するような t∗(i)が存在する．このような t∗(i)を

健全度別廃棄時点と呼ぶ．すなわち，健全度 iの状態で

廃棄時点 t∗(i)に到達すれば，廃棄費用 C を支出して，

施設を直ちに廃棄することが合理的となる．このような

廃棄時点は健全度 iにより異なる．廃棄保留政策の当該

期価値Ψb
t(i)の定義より，任意の tと i (i = 1, · · · , I−1)

に対して Ψb
t(i) > Ψb

t(i + 1)が成立する．したがって，

健全度別廃棄時点の間には，単調的関係

t∗(1) > · · · > t∗(I) (11)

が成立する．さらに，条件 (22)より，任意の t < t∗(i)

に対して

V b
t (i) = Ψb

t(i) (12)

が成立する．

(4) 補修政策

最適廃棄・補修モデルにおける補修政策は，対象と

する社会基盤施設に対して点検を行い，劣化・損傷が

発見されれば所与の補修ルールを用いて，社会基盤施

設の健全度の回復を試みるような施設管理政策を意味

する．補修政策が適用される期間を，補修期間と定義

する．補修政策が適用される場合，施設に劣化・損傷が

発見された場合，健全度に応じて適切な補修工法が選

択される．健全度に応じて最適な補修工法を対応させ

るような状況依存的補修ルールを考える．一般に，状

況依存的補修ルールを考える場合，補修ルールが時刻

に依存しない定常ルールと，補修ルールが時刻に依存

するような非定常ルールが考えられる．厳密に言えば，

本研究で対象とする最適廃棄・補修問題では，施設がい

ずれ廃棄されることが確定しているために，施設管理

者は廃棄までに残された時間を考慮しながら補修ルー

ルを決定する．このため，補修ルールは初期時点からの

経過時間に依存する非定常ルールとなる．しかし，非

定常ルールは，各期ごとに，残された施設寿命と施設

便益と劣化状態を同時に勘案しながら，その期におけ

る最適補修ルールを再計算することが必要となる．し

かし，中山間地における社会基盤施設マネジメントの

現場において，煩雑なライフサイクル費用評価を実施

することは実際的ではない．むしろ，簡便で，かつラ

イフサイクル費用の低減化に資するような補修ルール

を求めることが望ましいと考える．このような観点か

ら，本研究では現在時点において，健全度に依存する

望ましい補修ルールを決定し，補修期間中は決定され

た補修ルールが継続的に適用されるような定常政策の

採用を想定する．

補修期間中は，各期の期首に施設の健全度を観測し，

必要な場合には施設の維持補修を実施する．ここで，期

間 [t, t+ 1)における施設の補修・劣化過程を以下のよ

うにモデル化する．いま，t期の期首における施設の健

全度が h(t) = iであると仮定する．t期で補修を実施す

る場合，t期の期首において直ちに補修が実施され，施

設の健全度が ĥ(t) = l (l ≤ i)に回復する．̂は補修実施

後であることを意味する．期間 [t, t+ 1)にわたり，施

設の健全度は，マルコフ推移確率行列Πに従って推移

する．その結果，t+ 1期の期首にモニタリングが実施

され，施設の健全度が h(t + 1) = j に推移したと考え

る．この時，期間 [t, t+1)の間に，施設の健全度は，最

終的に h(t) = iから，h(t + 1) = j に推移する．この

ように補修アクションが実施された結果として実現す

る健全度の推移状態を施設の劣化・補修過程と呼ぶこ

ととする．

いま，補修期間中に適用される補修ルール d ∈ Dを，

施設の健全度 h(t) = i (i = 1, · · · , I)のそれぞれに対し
て実施すべき補修アクションを指定する関数を用いて

定義する．補修ルールは有限個存在し，Dは補修ルー

ルの集合である．補修ルール集合には，大規模補修を実

施しないというルールも含まれる．補修ルール d ∈ D

の下で実施される補修アクション ξdを，補修アクショ

ン実施後の健全度 ξd(i)を用いて

ξd =


ξd(1)
...

ξd(I)

 (13)

と定義する．補修アクション実施後の健全度 ξd(i)は全

ての健全度に対して設定する必要があるので補修アク

ション ξdは I 次元の列ベクトルとなる．なお，補修を

実施しない場合には ξd(i) = i が成り立つ．補修ルー

ル dの下で補修アクション ξd(i)を採用した場合の補修

費用を cd(i)と表す．すなわち，施設の健全度が iから

ξd(i) = lに改善される場合には補修費用 cd(i) = cil が

必要となる，補修を実施しない場合には cd(i) = 0とな

る．ただし，補修費用は条件

cij ≤ · · · ≤ clj ≤ · · · ≤ cIj (14)

(i ≤ l ≤ I; i = 1, · · · , I; j = 1, · · · , i)

を満足すると仮定する．条件 (14)は健全度が悪い施設

の方が，同一の健全度に回復するための費用が大きく

なることを意味する．

つぎに，補修ルール d ∈ Dを実施した場合の健全度

の推移状態を定義する．補修ルール dに基づくアクショ

ン内容は t期における健全度 h(t) = iに対して，アク

ション実施後の健全度 ĥ(t)を対応させる関数 ξd(i)を

用いて記述できる．健全度 iの時に補修ルール dを適

用した場合，施設の健全度の推移関係は，

qd(i, l) =

{
1 ξd(i) = lの時

0 それ以外の時
　 (15)

(i = 1, · · · , I; l = 1, · · · , i)
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と表される．さらに，補修ルール d の下で，t 期の期

首におけるモニタリング後の状態 h(t) = iから，補修

アクションを実施し，t + 1 期の期首までに健全度が

h(t+ 1) = j に推移する確率 π̂d
ij は

π̂d
ij =

i∑
l=1

qd(i, l)πlj　 (16)

と表される．

ここで，t期の期首に補修ルール d ∈ D を用いて施

設を補修し，t+1期の期首までに健全度 h(t) = jに推

移し，それ以降の期において最適な施設管理政策を採

用した場合に獲得できる期待純便益の割引当該期価値

を Ψc
t(i : d)と表す．t期において補修ルール d ∈ Dを

適用した場合における期待純便益の割引当該期価値は

Ψc
t(i : d) = v(t)− cdt − c

+ ρ
I∑

j=1

π̂d
ijVt+1(j : d) (17)

と表せる．ここで，Vt+1(j : d)は，t+ 1期の期首にお

いて，健全度が h(t + 1) = j であるときに補修ルール

d ∈ Dの下で t+1期以降に最適管理政策を適用した場

合に獲得できる期待純便益の割引当該期価値の最大値

である．また，最大値 Vt+1(j : d)は状態変数 j と政策

dの関数であり，以下では最適値関数と呼ぶ．

(5) 最適廃棄・補修モデルの定式化

以上の議論では，補修期間における補修ルール d ∈ D

を所与として，それぞれの施設管理政策の下で t期以

降に獲得できる期待純便益の割引当該期価値を定式化

した．再び，補修期間において採用される補修ルール

d ∈ Dを与件と考える．t期の期首において，施設管理

者は，t期以降に獲得する期待純便益の割引当該期価値

を最大にするように「廃棄政策」，「廃棄保留政策」，「補

修政策」の中から 1つの政策を採用する．施設管理者

が，t期に「廃棄政策」，「廃棄保留政策」を採用した場

合，それ以降の期における意思決定の可能性は消滅す

る．したがって，t期において，3つの施設管理政策の

中から 1つの施設管理政策を選択する問題が成立する

ためには，t期までの各期において「補修政策」が採用

されてきたことが前提となる．この時，t期における意

思決定モデルは，以下のように定式化できる．

Vt(i : d) = max
{
Ψa

t (i),Ψ
b
t(i),Ψ

c
t(i : d)

}
(18)

(i = 1, · · · , I; t = 0, 1, · · ·)

ここで，式 (17) の右辺に最適値関数 Vt+1(i : d) が含

まれていることに留意すれば，問題 (18)は最適値関数

Vt(i : d), Vt+1(j : d)に関する再帰方程式になっている．

初期時点 t0 において観測された健全度を h(0) = i0 と

表す．初期時点は，施設管理政策が検討された時点を

表しており，初期時点において施設の劣化が一定程度

進展していることもある．初期時点において，再帰方

程式は，

V0(i0 : d) = max
{
Ψa

0(i0),Ψ
b
0(i0),Ψ

c
0(i0 : d)

}
(19)

(i = 1, · · · , I; t = 0, 1, · · ·)

と表される．ただし，

Ψc
0(i0 : d) = v(0)− cd0 + ρ

I∑
j=1

π̂d
i0jV1(j : d) (20)

と表せる．このとき，最適補修ルール d∗ ∈ Dは

V0(i0 : d∗) = max
d∈D

V0(i0 : d) (21)

を満足するような補修ルールとして定義される．

V0(i0, d
∗)は，初期時点における最適値関数であり，初

期時点で評価した社会基盤施設の期待純便益の割引現

在価値 (資産価値) の最大値を表している．最適廃棄・

補修モデルは社会基盤施設の資産価値最大化問題とし

て定式化される．

いま，問題 (21)が有限期間を対象とする動的最適化問

題であることに留意しよう．さらに，V0(i0 : d) > Ψb
0(i0)

が成立するような補修ルール d ∈ D̂が存在すると仮定

する．式 (17)において，v(t)が強単調減少関数であり，

かつ π̂d
i0j
が斉次マルコフ推移確率であることより，健

全度 iが同一である限り

Ψc
t(i : d) > Ψc

t+1(i : d) > · · · (22)

が成立する．V0(i0 : d) > Ψb
0(i0)，かつ，時点 t∗(i)に

おいて Ψc
t∗(i)(i, d) ≤ Ψb

t∗(i)(i)が成立することより，任

意の iと d ∈ D̂に対して，

Ψc
t∗∗(i,d)−1(i, d) > Ψb

t∗∗(i,d)−1(i)

and Ψc
t∗∗(i,d)(i, d) ≤ Ψb

t∗∗(i,d)(i) (23)

が成立するような t∗∗(i, d) が存在する．このような

t∗∗(i, d) を健全度別補修政策終了時点と呼ぶ．すなわ

ち，健全度 iの状態で補修政策終了時点 t∗∗(i, d)に到

達すれば，それ以降は大規模補修を実施しないことが

合理的となる．このような補修政策終了時点は健全度

iにより異なる．期間 [t∗∗(i, d), t∗(j)] (i ≥ j)において

c ≤ cd+cであることより，Ψt(i, d)
c(i, d) < Ψb

t∗∗(i,d)(i)

が成立する．さらに，問題 (21)の最適補修ルールd∗ ∈ D

に着目する．大規模補修を実施しない補修ルールも補

修ルール集合 D に含まれることに留意すれば，期間

[0, t∗∗(i, d)]において，d∗ ∈ D が最適政策であること

より，Ψc
t∗∗(i,d∗)(i, d

∗) ≥ Ψb
t∗∗(i,d∗)(i)が成立する．した

がって，V0(i0 : d) > Ψb
0(i0)が成立するような補修ルー

ル d ∈ D̂が存在する限り，時間の経過とともに，施設

管理政策が「補修政策→廃棄保留政策→廃棄政策」と
いう順に単調に変化する．
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4. 最適廃棄・補修モデルの解法

(1) モデルの基本構造

最適廃棄・補修モデル (18)を解くためには，1) 廃棄

政策の当該期価値 Ψa
t (i)，2) 廃棄保留政策の当該期価

値 Ψb
t(i), 3) 補修ルール d ∈ D の下における補修政策

の当該期価値 Ψc
t(i : d)を求めることが必要である．こ

こで，t期の意思決定問題において，その導出過程から

明らかなように，Ψa
t (i), Ψ

b
t(i)は定数となる．そこで，

最適廃棄・補修モデル (18)を

Vt(i : d) = max
{
max{Ψa

t (i),Ψ
b
t(i)},Ψc

t(i : d)
}

(i = 1, · · · , I; t = 0, 1, · · ·) (24)

と書き換える．その部分問題

V b
t (i) = max

{
Ψa

t (i),Ψ
b
t(i)

}
= max{−C,Ψb

t(i), }(25)

(i = 1, · · · , I; t = 0, 1, · · ·)

においては，3.(3)で述べたように，任意の iに対して，

Ψb
t∗(i)−1(i) > −C

and Ψb
t∗(i)(i) ≤ −C (26)

が成立するような健全度別廃棄時点 t∗(i)が存在する．

また，健全度別廃棄時点の間には，条件 (11)の単調的

関係が成立する．ここで，最終廃棄時点を t∗ = t∗(1)

で定義する．すなわち，最終廃棄時点 t∗は，仮に対象

とする施設の健全度が 1であっても施設廃棄が選択さ

れる時点であり，施設利用期間に関する理論的な上限

値を表している．最終廃棄時点 t∗は，部分問題 (25)に

対して定義されたものであるが，全体問題 (24)に関し

ても最終廃棄時点となっている．そこで，最終廃棄時

点 t∗より，逆向きに縮約化された最適廃棄・補修モデ

ル (27)を再帰的に解くことにより，各期における最適

管理政策を求めることができる．

つぎに，縮約化された最適廃棄・補修モデル

Vt(i : d) = max
{
V b
t (i),Ψ

c
t(i : d)

}
(27)

(i = 1, · · · , I; t = 0, 1, · · ·)

を考える．問題 (27)により，補修政策が終了する期が

決定される．初期時点にさかのぼり，問題 (21)を解く

ことにより最適補修ルール d∗ ∈ Dを求めることができ

る．なお，図–1に，以上の議論を集約し，最適廃棄・

補修モデルの基本構造を示している．

(2) モデルの解法

最終廃棄時点 t∗ において，終端条件

Vt∗(j) = −C (j = 1, · · · , I) (28)

が成立する．ここで，t∗− 1期における期待純便益の割

引当該期価値

Ψb
t∗−1(i) = v(t∗ − 1)− c− ρC (29a)

図–1 モデルの基本構造

Ψc
t∗−1(i : d) = v(t∗ − 1)− cdt∗−1 − ρC (29b)

(i = 1, · · · , I)

を定義する．その上で，t∗ − 1期における最適値関数

V b
t∗−1(i) = max{Ψb

t∗−1(i),−C} (30a)

Vt∗−1(i : d) = max{V b
t∗−1(i),Ψ

c
t∗−1(i : d)}(30b)

(i = 1, · · · , I)

を求める．同様に，任意の t期における期待純便益の割

引当該期価値を

Ψb
t(i) = v(t)− c− ρ

I∑
j=i

π̂ijV
b
t+1(j) (31a)

(ただし t > t∗(i)のとき，Ψb
t(i) = −C)

Ψc
t(i : d) = v(t)− cdt

+ρ
I∑

j=i

π̂d
ijVt+1(j : d) (i = 1, · · · , I) (31b)

と定義する．また，t期における最適値関数は，

V b
t (i) = max{Ψb

t(i),−C} (32a)

Vt(i : d) = max{V b
t (i),Ψ

c
t(i : d)}　 (32b)

(i = 1, · · · , I)

と定式化できる．以上のプロセスを初期時点まで繰り

返すことになる．図–2には，アルゴリズムの概要を整

理しているが，解法の手順は下記のように整理できる．

ステップ 1：最終廃棄時点 t∗ を求める．

ステップ 2：d ∈ Dを与件とする．

ステップ 3：任意の i = 1, · · · , I, t = 0, · · · , t∗ − 1に対

して，割引当該期価値 Ψb
t(i),Ψ

c
t(i : d)を求める．

ステップ 4：式 (32a)を用いて，最適値関数 V b
t (i)(i =

1, · · · , I)を求める．
ステップ5：式 (32b)を用いて，最適値関数Vt(i : d) (i =

1, · · · , I)を求める．以上のプロセスを初期時点まで反
復する．

ステップ 6：すべての d ∈ Dに対して V0(i0 : d)を求め

た場合，maxd∈D V0(i0 : d)を与える d∗ ∈ Dを最適補
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図–2 アルゴリズムの概要

修ルールとして選択する．そうでない場合，ステップ

2に戻る．

5. 適用事例

(1) 適用事例の概要

本研究で提案した最適廃棄・補修モデルを鳥取県 H

町の橋梁に関する管理問題に適用する．同町は中国山

地に位置し，高齢化率が 48%に達する典型的な中山間

地域である．同町の人口は現在約 5,000人であり，対象

とする橋梁は，長さ 20m，幅 8mの比較的短い橋梁で

あるが，同町における集落を連結する役割を果たして

いる．読者の理解を深めるために，同橋梁の地理的位

置づけを摸式的に図–3に示している．集落Aと集落B

を結ぶ路線に同橋梁が敷設されており車での所要時間

は 20分であるが，近い将来集落Aが消滅する危機に直

面している．橋梁は老朽化が一定程度進展しており，現

時点においては使用限界に到達していないものの，必

要な補修業務を実施するかどうかが問題になっている．

仮に，同橋梁が廃棄された場合には点線で示す迂回ルー

トを辿り，集落 Bにたどり着くことが可能である．所

要時間は約 30分である．同町は山間部に位置している

ため，大規模補修が必要となる多くの橋梁を有してい

る．しかし，人口減少の進展とともに財源難が深刻化

B

A

30

20

図–3 対象橋梁と迂回ルート

表–1 橋梁に関する各種条件

橋長 20m

幅員 8m

廃棄費用 11,200千円

維持費用 450千円/年

補修面積率 30%

初期使用便益 89,192千円/年

便益半減期 10年

注）補修面積率は，補修対象となる橋梁の橋面積に対して

実際に補修を実施する面積の割合を示したものである．

表–2 補修工法・費用条件

健全度 補修工法 補修単価 回復水準

2 表面被覆工法 13千円 /m2 1
3 ひび割れ注入工法 50千円 /m2 1
4 鋼版接着工法 150千円 /m2 1
5 床版打替 350千円 /m2 1

注）回復水準は，補修後の健全度を示している．例えば，回

復水準 1は補修後の健全度が 1に回復することを意味する．

することが予測される中で，既存橋梁の効率的な維持

更新を実施することが課題となっている．その際，既

存橋梁の中で基幹インフラとなる橋梁に関して，長期

的には橋梁の廃棄も含めた維持更新計画を策定するこ

とが求められている．なお，本町において，分析対象

とする橋梁の廃棄政策が検討俎上に上っているわけで

はなく，あくまでも筆者等による思考実験として本適

用事例を実施していることを断っておく．

(2) 分析条件の設定

本研究では，対象とする橋梁に関する目視点検デー

タが十分に蓄積されておらず，また，適切な補修工法に

関しても十分な検討がなされているわけではない．し

たがって，橋梁の 2期間の健全度推移状態を表現するマ
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表–3 走行時間短縮便益の設定20)

車種 n 時間価値原単位 αn（円/分・台） 交通量 Qm,n（台/日） 走行時間 Tm,n（分）

橋梁有 TW,n 橋梁無 TO,n（迂回）

乗用車 40.1 200 20 30

バス 374.27 15 20 30

小型貨物車 47.91 125 20 30

普通貨物車 64.18 75 20 30

ルコフ推移確率行列を推計することが困難である．ま

た，補修工法・費用に関しても実績データがほとんど

蓄積されていない．本研究では，最適廃棄・補修モデ

ルの適用可能性の検証に重点を置くこととし，対象橋

梁の割引当該期価値の算定にあたっては，筆者らの既

往研究12),13)の中から類似の橋梁を選定し，筆者らがす

でに推計したマルコフ推移確率と維持補修費用の算定

結果を本事例においても参考にすることとする．

表–1に示すように対象橋梁は，橋長 20m，幅員 8m

の橋梁である．橋梁は複数の部材で構成される複雑な

構造系であり，特定部材の劣化と橋梁架替・廃棄の関係

を明確に定めることは難しい．しかも，これまでの橋

梁の架替や廃棄の要因を確認すると，劣化・損傷によ

るものは 10%～20%であり，改良工事や機能上の問題

によるものが 70%～80%を占める19)．しかし，対象橋

梁が位置する地域においては，今後，改良工事や機能

向上を考慮する必要がないことから，橋梁の劣化・損

傷に基づいて当該橋梁の施設管理政策を検討する．な

お，具体的な橋梁部材として床版に着目する．これは，

1)劣化・損傷による架替・廃棄要因の中でも床版の劣

化・損傷が，鋼橋およびRC橋の両橋において，ともに

30%～40%を占める19)，2)床版は橋梁部材の中でも重

要部材である，3)既往研究12),13)において目視点検デー

タが十分に蓄積されていることが理由である．当該橋

梁に対する廃棄費用 C に関しては，過去の実績値19)を

参考に，比較的撤去費用のかからないコンクリート橋

であることを考慮し，単価 70(千円/m2)として 11,200

千円と設定した．維持費用 cに関しては，巡回や清掃な

どの最低限の維持管理費用として 450千円/年を計上し

た．さらに，補修に関しては，補修面積率 30%と設定

し，具体的に想定した補修工法と単価を表–2に示す．

一方，対象橋梁の使用便益を，走行時間短縮便益を

用いて定義する．走行時間短縮便益は国土交通省の費

用対効果分析マニュアル20)に基づいて各車種の時間価

値原単位から車両の走行時間を設定し，当該橋梁の有

無に対する総走行時間費用の差として

BT = BTO −BTW

BTm =
∑

n(Qm,n × Tm,n × αn)× 365
(33)

と算定する．ここで，mを橋梁の状態（橋梁有の場合

表–4 マルコフ推移確率行列13)

健全度 1 2 3 4 5

1 0.9048 0.0928 0.0023 0.0000 0.0000
2 0 0.9512 0.0477 0.0010 0.0000
3 0 0 0.9575 0.0418 0.0008
4 0 0 0 0.9636 0.0364
5 0 0 0 0 1

W，無の場合O），nを車種とし，BT :走行時間短縮便

益 (円/年)，BTm:橋梁の状態mの場合の総走行時間費

用 (円/年)，Qm,n:橋梁の状態mの場合のルートにおけ

る車種 nの交通量 (台/日)，Tm,n:橋梁の状態mの場合

のルートにおける車種 nの走行時間 (分)，αn:車種 nの

時間価値原単位 (円/分・台)と定義する．筆者等による

現地での実測データ (平成 21年 10月)に基づいて，交

通量，走行時間に関する入力データを表–3のように設

定した．このとき，走行時間短縮便益は 89,192千円/

年となり，この便益を当該橋梁の初期便益と設定する

こととする．施設の運用によって発生する将来時点に

おける便益の流列を確定的に与えるものとするが，将

来便益の流列には不確実性が存在するために，便益の

流列に関して，複数のシナリオを作成し，5.(4)で感度

分析を試みる．ここでは，同町による将来人口予測結

果に基づいて，施設の使用便益の減少過程を指数関数

を用いて表現する．具体的に初期便益を v(0)とした時，

時刻 tにおける施設の使用便益は，

v(t) = v(0)× exp

(
− 1

T
log 2× t

)
(34)

と表すことができる．T は使用便益の半減期であり，例

えば (T = 10)では 10期後に施設の使用便益が初期使

用便益の半分になることを意味する．

表–4は劣化予測に用いたマルコフ推移確率行列を示

している．現時点における当該橋梁の健全度は 3（供用

開始からの経過年数は 30年である）であり，現時点以

降に生起する平均的な劣化過程（期待値パスと呼ぶ）を

図–4に示す．期待値パスの求め方に関しては参考文献

12)を参照して欲しい．健全度 3から 4に到達するま

での期待寿命が 23.0年，同様に健全度 4の期待寿命が

27.0年であり，健全度 3から 5に到達する期待寿命は平
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表–5 最適補修ルール

補修ルール

健全度 1（最適補修ルール） 2 3 4

1 なし なし なし なし

2 表面被覆工法 表面被覆工法 なし なし

3 ひび割れ注入工法 なし ひび割れ注入工法 なし

4 鋼板接着工法 鋼板接着工法 鋼板接着工法 なし

5 床版打替 床版打替 床版打替 床版打替

V0(3, d) 851,597 850,980 851,575 851,061

0%

10%

20%

30%

3

4

5

0 30 60 90 120 150

50.0

3→4 23.0

4→5 27.0

5% 118.0

3→4 69.0

4→5 49.0

5% 9.0

3→4 1.0

4→5 8.0

図–4 対象橋梁の期待値パスと期待寿命分布

均値で約 50.0年（健全度 1から 5までは約 80.0年）で

ある．さらに，モンテカルロシミュレーションにより劣

化過程サンプルパスの 90%信頼区間を算出した．その

結果，期待寿命の下限 5%は 9.0年，上限 5%では 118.0

年であった．上下限 5%に対応するサンプルパスも同図

に併記する．

以上の条件に基づき，5.(3)では対象橋梁の割引当該

期価値を算出し，最適管理政策を決定する．補修ルー

ルとしては，各健全度に対して表–2に示すような補修

工法を想定した．同表には，各工法を採用した場合に

おける補修単価も示している．さらに，補修工法の適

用実績に基づく実務面を考慮して，各健全度における

補修の有無を組み合わせることにより，表–5に示すよ

うな補修ルールを想定した．問題 (21)を解くことによ

り，最適補修ルール d∗を求めることができる．同表に

は，各補修ルール dを適用した場合に獲得できる当該

橋梁の期待純便益の割引現在価値 V0(3, d)を示してい

る．現在時点において，補修費用と比較して使用便益

が卓越しているため，補修ルールの違いによる割引現

在価値に大きな差異が見出せない．しかし，当該自治

体は補修費用の支出を負担するため，補修政策が採用

され続けている期間においては，補修費用を可能な限

り小さく（結果として，割引現在価値をできるだけ大

きく）するような補修ルールを採用することが望まし

い．同表において，補修ルール 1が当該橋梁の資産価

値を最大化しており，最適補修ルールとして選択され

た．すなわち，補修期においては，健全度 2において

も，予防的に補修することが望ましい．なお，本研究で

用いた将来便益に予測誤差が介在したり，橋梁の点検

データが十分に蓄積されておらず，劣化予測モデルの

特定化誤差が介在する可能性がある．そこで，5.(4)で

は，使用便益の将来シナリオや橋梁の劣化速度をパラ

メータと考えた感度分析を実施し，これらのパラメー

タ値の相違が割引当該期価値や最適管理政策に及ぼす

影響を分析する．

(3) 分析結果の考察

5.(2)に示した入力情報のもとで，式 (26)で定義さ

れる最終廃棄時点 t∗は 115年となる．前述したように，

最終廃棄時点は，仮に橋梁の健全度が 1の状態で推移し

たとしても，橋梁を廃棄した方が望ましくなるような

極限的な状態を表している．換言すれば，最終廃棄時点

は，使用便益の視点から考えた橋梁の寿命の理論的な

上限値を表しており，廃棄・補修モデル (27)を再帰的

に解くための終端時点を表している．現実には，橋梁の

劣化が進展するため，最終廃棄時点 t∗よりも早い時点

で橋梁を廃棄するという事象が起こり得る．最終廃棄

時点 t∗を終端時点として最適廃棄・補修モデル (27)を

再帰的に解くことにより，t期の期首に健全度 iが観測

された条件の下で「廃棄政策」，「廃棄保留政策」，「補修

政策」を採用し，かつ当該期以降に最適補修ルール d∗

と最適管理政策を採用することによって得られる期待

純便益の割引当該期価値Ψa
t (i)，Ψb

t(i)，Ψc
t(i : d

∗)を逐

次算出した．図–5には，現時点（図中の経過年数 0年）

における当該橋梁の健全度が 3であり，かつ t期にお

いても健全度 3が継続しているときに，t期に各政策を

採用した場合に実現する割引当該期価値Ψa
t (3)，Ψ

b
t(3)，

Ψc
t(3 : d∗)を示している．各期において，3つの施設管

理政策の中から，割引当該期価値が最大になる政策を健
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図–5 健全度 3に対する最適管理政策

全度 3に対応する最適管理政策として選定する．図–5

より，最適管理政策が時間の経過にともなって「補修政

策→廃棄保留政策→廃棄政策」の順に推移している
ことが理解できる．時間の経過に伴って，使用便益が低

下していくため，現時点からの経過年数 45年で仮に健

全度が 3であっても，補修政策から廃棄保留政策に切り

替わり，経過年数 81年で廃棄保留政策から廃棄政策に

切り替わる．さらに，現時点を起点とする将来 90年間

における各期において，それぞれの健全度が観測され

たときに，最適管理政策を採用したときに実現する割

引当該期価値の最大値（最適関数値）を，流列として整

理した結果を表–6に示している．ただし，同表におい

ては，紙面の都合上，2年ごとに最適関数値を示してい

る．表中の青色は補修政策が，緑色は廃棄保留政策が，

赤色は廃棄政策がそれぞれ最適管理政策として選ばれ

ていることを表している．当然のことながら，健全度

3の割引当該期価値の流列は，図–5において最適管理

政策を採用した場合の割引当該期価値の流列と一致す

る．同表において，たとえば健全度 5の場合，経過年

数 54年後の時点において，割引当該期価値が −8, 920

千円となっている．期待純便益の割引当該期価値が負

の値をとっているが，廃棄費用が C = −11, 200千円で

あることより，割引当該期価値が −11, 200千円より大

きい値をとる 54年までは橋梁を廃棄しない結果となっ

ている．また，健全度 1に対しては補修が行われない

ので表については省略している．同表から基本的な特

性として，健全度が小さい（橋梁が健全である）ほど，

廃棄保留政策が採用される期間が長くなる一方で，健

全度が大きい（劣化が進展している）ほど廃棄政策が

採用される年数が早くなることが読み取れる．図–6に

は，現時点を起点とする時間軸上の各期において仮想

的に健全度 1～5の状態が観測された場合を想定し，そ

の期以降に最適廃棄・補修政策を適用した場合に実現

する割引当該期価値の推移状況を示している．同図に

おいては，最適管理政策が切り替わる期も併記してい

表–6 最適管理政策と割引当該期価値 (単位：千円)
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図–6 各健全度に対する最適管理政策

る．図–6より，健全度 2,3,4では「補修政策→廃棄保
留政策→廃棄政策」の順で各政策が採用されている．
一方で，健全度 1に関しては補修が行われず，常に当

該期価値を最大にする最適値関数を採用するため，健

全度 1で廃棄保留政策に切り替わることはない．健全

度 5に関しては，廃棄保留政策が健全度 5に到達した

時点で橋梁を廃棄する政策であるために，廃棄保留政

策が採用されることなく，直ちに廃棄政策が採用され

る結果となる．
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図–7 期待値パスと最適管理政策

図–7には，対象橋梁床版の劣化が期待値パスに従っ

て推移する場合を想定し，最適管理政策を適用した場

合に実現する劣化・補修過程を示している．図の青，緑，

赤色で示す曲線は，それぞれ補修政策，廃棄保留政策，

廃棄政策が採用される期間において実現する劣化・補

修過程を示している．補修による健全度の回復を灰色

で示す．現時点において，当該橋梁の健全度は 3であ

るが，補修ルール 1 (表–5参照) が最適補修ルールとし

て適用されるため，橋梁はただちに補修され健全度が

1に回復する．また，現時点から約 10年で床版が健全

度 2へ推移する．10年経過した期では補修政策が採用

されるため，健全度 2の床版に対して再補修が実施さ

れ，健全度 1へと回復する．補修前後の劣化速度が同

一であると仮定すると，その後，当該橋梁に対して 40

年経過時点まで繰り返し補修が行われる．しかしその

後，最適管理政策が補修政策から廃棄保留政策へと切

り替わるために，50年以降では補修が見送られる．廃

棄保留政策の間は補修が実施されないので，健全度は

徐々に低下し，現時点から 80年経過した期で，当該橋

梁は廃棄される．

以上のように，仮に橋梁の劣化過程が期待値パスに

従って推移する場合，最適管理政策は，時間の経過に

伴って「補修政策→廃棄保留政策→廃棄政策」の順
に推移していくことが理解できる．同図の劣化・補修

過程は，あくまでも橋梁の劣化過程に関する 1つのサ

ンプルパス上で展開する劣化・補修・廃棄履歴を示して

いるに過ぎない．劣化過程が表–4に示すような確率的

なマルコフ連鎖モデルで表現される場合，橋梁の劣化

過程に関して多様なサンプルパスを記述することがで

きる．サンプルパスが変化すれば，それに伴って劣化・

補修過程も当然ながら変化する．

健全度 1から 5に関して期待劣化パスの 90%信頼区

間を求めるとサンプルパスは平均期待寿命の 0.5倍か

ら 3.0倍の間で変動する．図–8には，平均期待寿命の

0.5倍と 3.0倍の速度で劣化過程が推移する場合を取り
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図–8 劣化サンプルパス（90%信頼区間）と最適管理政策

上げる．図の青，緑，赤色は，それぞれ補修政策，廃棄

保留政策，廃棄政策の採用される期間を示す．劣化過

程が 3.0倍の速度で推移する場合，健全度は 3.3年で健

全度 2に推移し補修が行われる．その後，当該橋梁に

対して 67年経過時点まで繰り返し補修が行われる．そ

の後現時点から 70年で健全度 2に到達し，廃棄保留政

策へと切り替わる．さらに 14.3年が経過した期（経過

年数 84.3年）で健全度 5に到達し，橋梁は廃棄される．

逆に，劣化過程が 0.5倍の速度で推移する場合，現時点

でただちに補修を実施したのちに 20年が経過した期で

再度補修が行われる．さらに 40年経過時点で健全度 2

に推移し廃棄保留政策へと切り替わる．そして，126年

が経過した期で健全度 4に到達し，当該橋梁は廃棄さ

れることになる．

(4) 感度分析

a) 劣化シナリオに関する感度分析

対象橋梁においては，過去に点検結果の蓄積がない．

そこで，類似の橋梁のデータを用いて推計したマルコ

フ推移確率をベンチマークとして用いている．しかし，

橋梁をとりまく使用・環境条件により劣化過程は多様に

変動し得る．マルコフ推移確率は多段階指数劣化ハザー

ドモデル12)を用いて推計することが可能である．多段

階指数劣化ハザードモデルでは，劣化速度がハザード

率により一意的に表現できる．以下では，多段階指数

劣化ハザードモデルのハザード率を感度パラメータと

考え，対象橋梁の劣化速度の多寡が当該橋梁の最適管

理政策に与える影響を分析した．多段階指数ハザード

劣化ハザードモデルの詳細に関しては，参考文献 12)に

譲ることとする．図–9には，ベンチマークとして用い

たハザード率 λに対して，ハザード率を比例的に変化

させた修正ハザード率 λ̃ = κλを用いて求めた健全度

3の割引当該期価値を示している．κはハザード率に対

する調整パラメータ（感度パラメータ）であり，同図

では κ = 1の場合がベンチマークと対応している．調
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図–9 劣化速度による感度分析 (健全度 3)
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図–10 現時点（供用開始から 30年）における割引当該期価値

整パラメータを用いて，ハザード率を相対的に 0.5倍

(κ = 0.5)～3.0 倍 (κ = 3.0) まで変化させ，割引当該

期価値がどのように変化するかを分析した結果を示し

ている．これは，図–4において，劣化サンプルパスの

90%信頼区間がその平均値の 0.5倍から 3倍の間で変

動していたことを参考としている．劣化速度 (ハザード

率 λ̃) の多寡によって，割引当該期価値はそれほど変動

していない．これは本研究においては使用便益が補修

費用等と比較して相対的に大きいことに起因している．

ただし，最終的には廃棄政策を採用したときの割引当

該期価値である−11, 200千円に収束する．また，いず

れのケースにおいても，補修ルール 1が最適補修ルー

ルとして選択されており，補修期間中は予防補修政策

が望ましい結果となっていることを付記しておく．

つぎに，現時点における劣化速度と割引当該期価値

の関係を図–10に示すが，健全度が低下するに従って

割引当該期価値も減少していることがわかる．さらに，

図–11には，劣化速度の違いによる最適管理政策の切

替タイミング（補修政策→廃棄保留政策）の変化を示
す．いずれの健全度においても，劣化速度が小さくな

るほど切替タイミングが早まる結果になっている．一

般的に，劣化速度が減少すると当該橋梁の当該期価値
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図–11 政策切り替え時期（補修政策→廃棄保留政策）
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図–12 政策切り替え時期（廃棄保留政策→廃棄政策）

は通常増加する．このことは，劣化速度が減少すれば，

式 (32a)の右辺第 3項の π̂d∗

ij Vt(j : d∗)が大きくなるこ

とから理解できる．しかし，劣化速度が相対的に遅い

橋梁では，補修が必要となる期が遅くなるが，その間

に橋梁の使用便益も小さくなる．橋梁の劣化が進展し

補修が必要となる期に到達しても，橋梁補修によって

得られる純便益が減少してしまっている．その結果，劣

化速度が相対的に遅い橋梁では，比較的早い段階で廃

棄保留政策を採用することが望ましい結果となってい

る．つぎに，図–12は，廃棄保留政策から廃棄政策へ

の切替タイミングを示している．劣化速度が増加する

に従って，いずれの健全度においても一様に切り替え

タイミングが短縮されており，劣化が早い橋梁ほど廃

棄されるまでの寿命が短くなっている．

b) 便益減少シナリオに関する感度分析

本研究においては，橋梁の使用便益の減少シナリオ

を確定的に与えた．しかしながら，橋梁が生み出す将来

便益には不確実性が存在し，将来便益の低下シナリオ

が橋梁の割引当該期価値に大きく影響を与えることが

容易に予想できる．本研究では，将来便益の低下過程

が式 (34)に従うことを想定するとともに，将来便益の

減少速度の違いを「使用便益が半減するまでの所要時
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図–13 便益減少速度による感度分析

間（以下，便益半減期と呼ぶ）」を用いて表現する．そ

のうえで，半減期を感度パラメータと考え，将来便益

の減少速度が割引当該期価値に及ぼす影響を分析した．

図–13は，便益半減期を感度パラメータとする割引当

該期価値と経過年数との関係を示している．同図では

半減期 10年をベンチマークケースとして，5年から 30

年まで変動させている．なお，橋梁の健全度は 3であ

る．ベンチマークケースと比較して，相対的に半減期が

長くなる（便益の低下速度が遅くなる）ほど，割引当該

期価値が大きくなることがわかる．さらに，図–14に

は，現時点（供用開始から 30年）に着目し，各健全度

と割引当該期価値の関係を便益半減期を感度パラメー

タとして整理した結果を示す．同図より，便益半減期が

長くなるにつれて，割引当該期価値が増加することが

理解できる．ただし，現時点においては，健全度 1,2,3

の割引当該期価値には大きな差異は認められない．さ

らに，図–15と図–16には，便益半減期の変化が，施

設管理政策の切替タイミングに及ぼす影響を示してい

る．便益半減期が長くなるにつれ，補修政策から廃棄

保留政策へ，廃棄保留政策から廃棄政策へ切り替えら

れる期（管理者が本解析結果に対する合理的な判断に

基づいて切り替えを行うであろう期）が遅くなること

がわかる．

(5) 政策的示唆

多くの中山間地において，橋梁の廃棄が検討されて

いるような過疎集落では住民の高齢化が進展している．

集落の中には住民の集団移転が検討されている場合も

ある．多くの集落においては住民の高齢化の速度（需

要の減少速度）の方が，橋梁の劣化速度より大きい場

合が少なくない．このような地域では，最低限の維持

業務を行いながら，可能な限り橋梁を維持することが

望ましい．対象橋梁の老朽化が進展している場合にお

いても，橋梁の使用が危険な状態に到達する直前まで，

橋梁を維持することが望まれる．橋梁の維持費用が便
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図–14 現時点（供用開始から 30年）における割引当該期価値
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図–15 政策切替タイミング（補修政策→廃棄保留政策）
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図–16 政策切替タイミング（廃棄保留政策→廃棄政策）

益を上回るような極端な状態において，経済性の観点

から橋梁の廃棄政策が望ましいケースが発生する．こ

の場合においても，居住者による清掃等の協力が得ら

れる場合には，式 (7)中の cが小さくなる，あるいは 0

となることから，橋梁の廃棄を保留することが望まし

い．社会基盤施設は一度廃棄すれば，それ以降の期で

便益を発生することができないという不可逆性が存在

する．このため，施設の利用が不可能になる（危険とな

る）という極限的な状況を除いて，施設利用から便益
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が発生する限り，維持費用の低減化を図ることにより，

施設利用を継続するという政策が経済合理性の面から

も望ましいと考える．

6. おわりに

本研究では，施設需要の減少と劣化過程の進展によ

り，将来時点において施設需要が確定的に減少するよ

うな場合を想定し，対象とする施設の最適廃棄タイミ

ングとそれまでの最適管理政策を検討する方法論を提

案した．社会基盤施設は耐久性を有しているために，直

ちに施設廃棄を実施するのではなく，安全性，経済性

に問題がなければ継続的に運用することが可能である．

このような観点から，1)施設を直ちに廃棄する，2)必

要最低限の維持管理のみを実施する，3)施設の補修を

継続的に実施する，という 3つの施設管理政策をとり

あげた．その上で，施設需要や劣化状態を考慮し，施

設管理政策を最適に転換するようなアセットマネジメ

ント政策を求める最適廃棄・補修モデルを提案した．実

証分析の結果，施設需要，劣化状態と対応して最適廃

棄タイミングを決定できることを明らかにした．さら

に，時間の経過に伴って，最適補修政策の水準が低下

していくことが判明した．本研究で提案した方法論そ

のものは現実問題に対しても直接的に適用可能である

と考えられるが，分析の詳細については基礎研究の段

階である部分（例えば，施設需要）も存在するために，

今後に以下のような研究課題が残されている．第 1に，

本研究では施設需要が確定的に減少するトレンドを有

する場合を想定していた．そのため，上述の 3つの施

設管理政策に対して，「補修政策→廃棄保留政策→廃
棄政策」という適用順序を一意的に決定することがで

きた．しかし，需要トレンドが確定的な減少トレンド

を持たない場合，施設管理政策の適用順序を一意的に

決定することはできない．この場合，政策のスイッチ

ング順序とそのタイミングを同時に決定するような最

適廃棄・補修モデルを定式化することが必要となる．第

2に，施設需要の不確実性を考慮する必要がある場合，

施設需要と劣化過程という 2つの不確実性を同時に考

慮に入れた動的計画モデルを開発することが必要であ

る．施設需要の将来予測が困難である場合は，施設需要

のモニタリング結果に基づいて，動的意思決定問題を

ベイズ修正するような方法論の開発が必要となる．さ

らに，本研究でとりあげた政策以外にも，施設廃棄を

前提とした意思決定問題に移行することを保留し，当

面の間，定常的政策を適用するというシナリオを採用

することも可能である．問題の特性に応じて，本研究

で提案した最適廃棄・補修モデルを多方面に拡張する

ことが可能である．第 3に，本研究では，過疎地域の

自治体を対象とした場合，過度に複雑な補修ルールを

提案することは実際的ではないという理由に基づいて，

時間を通じて一定の補修ルールを採用するという前提

の下に最適廃棄・補修モデルを定式化した．しかし，施

設便益が時間とともに減少する場合，時間依存的な非

定常補修ルールを考えることもできる．このような非

定常補修ルールを用いた最適廃棄・補修モデルに関する

分析も理論的には興味のある課題である．最後に，現

実の施設廃棄問題においては，本研究でとりあげた安

全性，経済性だけでなく，代替施設の利用可能性，災

害時におけるリダンダンシー等をはじめとして，多く

の評価基準を用いて総合的に検討することが必要であ

ることは言うまでもない．

なお，本研究の一部は文部科学省「若手研究者の自

立的研究環境整備促進」事業によって大阪大学グロー

バル若手研究者フロンティア研究拠点にて実施された．

また，本研究の一部は社団法人近畿建設協会「平成 21

年度研究助成」を受けて実施した．
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